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内容 改正前 改正案

税額控除限度額(総額型） 法人税額の20％ 法人税額の30％（※1）

特別試験研究費の範囲
国の試験研究機関又は大学との間で実
施される共同研究に係る試験研究費等

一定の契約に基づき企業間で実施される
共同研究に係る試験研究費等を追加

（※1） 増加型又は高水準型については、平成25年度末まで10％の税額控除限度額が設けられている（総額型と合わせて40％）。

〇平成25年4月1日以後に開始する事業年度に適用される（2年間の時限措置）。

・研究開発税制（総額型）の税額控除限度額が引き上げられます。

・特別試験研究費の範囲が拡大します。

・企業のイノベーションを促進するため、試験研究費の特別控除（総額型）に係る税額控除限度額が10％引き上げられた。

ただし、この措置は法人税の復興増税の期間に合わせて、2年間のみの時限措置となる。

・オープンイノベーションを推進するため、特別試験研究費の範囲に企業間の一定の共同研究等が追加された。

１．改正の概要

２．実務上の留意点

３．今後の注目点

平成２５年度 税制改正解説
法人税～研究開発税制の拡充

速 報

・平成21年度税制改正においても、平成22年度までの時限措置として控除限度額が拡大した（法人税額の20％→30％）が、

その際に、控除限度額を超えて翌期以降に繰り越した金額については、時限措置が終了した平成23年度及び平成24年度

においても、その拡大した控除限度額を適用できた。今回も同様の措置が設けられるか注目される。

・特別試験研究費の範囲に追加された企業間の一定の共同研究等の具体的な内容が注目される。
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特別試験研究費×12％

【増加型】または【高水準型】（※2）

特別試験研究費（範囲拡大）
×12％

【増加型】または【高水準型】（※2）

法人税額の30％

法人税額の40％

引き上げ部分（2年間の措置）

【総額型】（※1）
試験研究費の総額×8～10％

（中小企業者は12％）

【総額型】（※1）
試験研究費の総額×8～10％

（中小企業者は12％）

法人税額の20％

トータルで法人
税額の40％まで
税額控除が可
能に！！

改正前 改正案
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【イメージ図】

（※1） 総額型については、恒久措置となる。
（※2） 増加型又は高水準型については、平成25年度末までの時限措置となる。
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